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第六章 第三者による商標権の侵害について

商標権の概念には、積極的に商標権を使用すること、及び消極的に他人の侵

害を排除することが含まれており（智慧財産法院１０３年度民商訴字第４９号

判決を参照）、即ち使用権及び排他権が含まれている。つまり、商標権者は台

湾で商標登録を受けた場合、法により商標の使用権を享有する他、他人の使用

を排除することが可能になる。実務上は、使用権よりも排他権の方が重要視さ

れている。それは、たとえ商標登録を受けることができなかったとしても、第

三者が使用者に対して権利を主張しなければ、未登録の商標を使用すること自

体が問題になる可能性は極めて低いからである。一方、台湾の商標法が採用し

ている登録主義により、法により商標登録を受けた者でなければ、商標法に基

づく排他権を行使することができないため、商標権者が他人の使用を排除した

いとき、商標登録は不可欠なためである。

台湾では、商標権者が排他権を行使する方法として、民事訴訟を提起して侵

害排除及び損害賠償を請求する方法と、刑事告訴により商標権侵害の刑事責任

を追求する方法がある。また、商標権侵害の事実証拠を調査、収集する方法と

して、台湾政府は知的財産権を保護するために知財警察及び水際措置の制度を

設けており、これにより商標権者は効果的な方法で模倣品を取り締まり、商標

権を保護することができるようになっている。知財警察として２００３年に設

立された「保護智慧財産権警察大隊」は、知的財産権侵害を専門的に取り締ま

る機関であり、その優れた取締りの成果により台湾は２００９年に米国スペシ

ャル３０１条（知的財産権に対する対外制裁）の監視国から外され、「保護智

慧財産権警察大隊」は２０１４年１月に体制の変更を行い、正式に「刑事警察

大隊」となり、政府の知的財産権保護政策を徹底的に執行すること、常時全国

各地の権利侵害案件の取締りを専門的に行うこと等をその職務としている 。そ

れに加えて、水際措置も商標権者にとって簡易な模倣品取締方法であり、これ

により模倣品が市場に流出する前に差し押さえることができる。台湾の商標の

                                                 
経済部智慧財産局智慧財産権月刊２０１４年８月４日「保護智慧財産権警察大隊改制為刑事警察大隊後

未来工作展望（保護智慧財産権警察大隊から刑事警察大隊へ体制変更した後の今後の展望）」

を参照。
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水際措置に関する規定及び実務上の利用方法は、本章第四節で詳しく紹介する。

この他に、商標は一般的な文字や図形によって組み合わされたものが多く、

たとえ登録を受けたものであったとしても、依然として正常な商業取引及び社

会生活での正常な使用を妨害してはならないため、商標法では商標権の効力に

よる拘束を受けない場合が定められている。この部分は実務上、よく争われて

いる点であるため、本章第三節で商標権の効力による拘束を受けない場合につ

いて説明する。

第一節 民事責任

現行の商標法における民事上の商標権侵害は、二つの態様がある。一つは典

型的な商標権侵害であり、第三者が同一又は類似の商標図案を同一又は類似の

商品に使用したことにより消費者に混同誤認を生じさせる虞があるものである。

もう一つは、商標権侵害の擬制の態様であり、本来商標権侵害には該当しない

虞が著名商標の識別性もしくは信用・名声に損害をもたらす場合、又は商標権

の使用に該当しない場合を、立法者が権利侵害とみなしたものである。

言い換えると、商標法第６８条にいう商標権侵害と、同法第７０条にいう商

標権侵害の擬制との違いとして、前者は商標権者が他人の商標使用を排除でき

る典型的な商標権侵害であり、この場合、侵害者は民事と刑事上の権利侵害責

任を負わなければならない。それに対して、後者は著名商標の保護及び商標権

侵害の準備、加工もしくは幇助行為の防止を強化するために、特別に規定され

た権利侵害の態様であり、この場合、侵害者に刑事責任は課されないので、商

標権者は商標法の権利侵害の規定に基づいて権利の救済を行うことしかできな

い。（智慧財産局によって公布された商標法逐条釈義２０１７年版第２２７頁

を参照）

一、商標権侵害の構成要件

商標法第３３条及び第３５条には、「商標は登録公告の日からその権利者が

商標権を取得するものとし、商標権の存続期間は１０年とする」、「①商標権

者は登録された指定商品又は役務について商標権を取得する。②本法第３６条

に別段の定めがある場合を除き、次に掲げる状況については、商標権者の同意

を得なければならない。一、同一の商品又は役務において、登録商標と同一の
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経済部智慧財産局智慧財産権月刊２０１４年８月４日「保護智慧財産権警察大隊改制為刑事警察大隊後
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を参照。
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商標を使用するとき。二、類似の商品又は役務において、登録商標と同一の商

標を使用し、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞があるとき。三、同一又

は類似の商品又は役務において、登録商標と類似の商標を使用し、関連の消費

者に混同誤認を生じさせる虞があるとき。③商標が登録された場合、登録商標

又は国際的に通用する登録記号を明記することができる。」とそれぞれ明文の

定めがある。

さらに、商標法第６８条には、「商標権者の同意を得ることなく、販売を目

的として、次に掲げるいずれか一つの事情がある場合、商標権侵害とする。一、

同一の商品又は役務において、登録商標と同一の商標を使用したとき。二、類

似の商品又は役務において、登録商標と同一の商標を使用し、関連の消費者に

混同誤認を生じさせる虞があるとき。三、同一又は類似の商品又は役務におい

て、登録商標と類似の商標を使用し、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞

があるとき。」との定めがある。

商標法第３５条第１項の規定によると、商標が登録された後、権利者はその

登録された指定の商品又は役務について商標権を取得する。これは即ち商標の

専用使用権である。言い換えると、商標権者の専用使用権は、登録された商品

又は役務にのみ存在する。例えば、商標が第１６類の「書籍」商品に登録され

た場合、商標権者の専用使用権は書籍商品に存在するが、同じく第１６類の「ペ

ン」商品には存在しない。また、商標権は商標図案と指定商品項目によって組

成されている（台北高等行政法院９３年度訴字第０２５５６号判決を参照）た

め、商標権者は登録された商標図案のみについて専用使用権を有する。

しかしながら、商標法第３５条第２項の規定によると、商標権者の排他権は、

同一の商標図案及び同一の商品に限定しておらず、類似の商標図案及び類似の

商品に対しても、他人の使用を排除することができる。このことから、商標の

排他権の及ぶ範囲は、実際、使用権の及ぶ範囲より大きいことがわかる。

したがって、商標権侵害の構成要件は、同一又は類似の商標図案を使用して

いること、同一又は類似の商品又は役務において使用していること、関連の消

費者に混同誤認を生じさせる虞があること、商標を使用する行為があることの

四つである。四つの構成要件について次の通り詳しく説明する。
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 構成要件１：同一又は類似の商標図案を使用している

混同誤認の虞に関する審査基準第５．２．１条によると、「商標が類似す

るとは、二つの商標の与える全体的な印象が似ており、当該二つの商標を同

一もしくは類似の商品 役務において表示したとき、一般の知識経験を有す

る消費者は、購入時に普通の注意を払った場合、二つの商品 役務が同じ出

所によるものであると誤認する、又は二つの商品 役務の異なる出所に何ら

かの関連性があると誤認する可能性があることをいう」。また、智慧財産法

院１０３年度民商訴字第３号判決において、「いわゆる商標が類似するとは、

二つの商標の与える全体的な印象が似ており、それらを商品や役務に表示し

たとき、一般の知識経験を有する消費者が購入時に普通の注意を払った場合、

二つの商品や役務が同じ出所によるものである、又は二つの商品や役務の異

なる出所に何らかの関連性があると認識されやすいことをいう。また、二つ

の商標図案の要部の文字、図形又は記号が、外観、観念又は称呼上類似する

場合、類似の商標に該当する。」と示されている。智慧財産法院１０３年度

民商上字第１号判決には、「いわゆる商標が類似するとは、異なる時間、異

なる場所での離隔観察及び全体観察をしたとき、二つの商標図案が外観、観

念又は呼称上、類似しており、一般の知識経験を有する関連の消費者は、通

常の判別及び注意を行ったとき、混同誤認が生じる虞があることをいう」と

示されている。

前掲判決内容からわかるように、二つの商標が類似するか否かについて判

断するとき、異なる時間、異なる場所における離隔観察及び全体観察をもっ

て判断しなければならないため、異なる場所における離隔観察及び全体観察

の原則に留意すべきである。

１、異なる時間、異なる場所における離隔観察の原則

異なる時間、異なる場所における離隔観察の原則として、実際に異な

る時間に、異なる場所で離隔観察を行うのではなく、一般的な購入行為

の態様を想定する。一般的な購入行為の態様として、一般の消費者は商

標に対する必ずしも明確、完全でない印象を頼りに、異なる時間又は場

所で繰り返し選択購入しており、商標を照らし合わせて選択購入してい
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四つである。四つの構成要件について次の通り詳しく説明する。
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るわけではないので、些細な部分の違いは、消費者の印象の中では識別

の機能を発揮し難く、商標が類似するか否かについて判断するときは、

それを考慮に入れる必要はない（混同誤認の虞に関する審査基準第５．

２．４条）。

２、全体観察の原則

全体観察の原則として、商標が類似するか否かについて判断するとき、

商標図案全体を観察しなければならない。これは、商標が商品 役務の

消費者に呈するのは図案全体であり、各部分に分けて呈するものではな

いからである。「要部」観察というものもあるが、これは商標が図案全

体を呈しているものの、商品 役務の消費者が注意を払う、又は事後に

その印象に残るのは、その中の比較的顕著な部分、即ち要部である可能

性があると判断した場合に行うものである。しかし、要部観察は全体観

察とは全く異なる観察方法というわけではなく、要部は最終的に商標が

商品 役務の消費者に与える全体的な印象に影響するため、商標類似の

判断は、依然として全体観察を依拠として判断される（混同誤認の虞に

関する審査基準第５．２．３条）。

以上からわかるように、二つの商標を同時に目の前で比べただけで、二つ

の商標が類似するか否かについて判断するのは、間違った方法である。それ

は、消費者が商品を購入するとき、二つの商品を同時に比べることはないか

らであり、一般的には今月この街でＡ商標を見て、翌月に他の街でＢ商標を

見たというような状況が多いため、両者の全体的な印象は消費者にとって区

別し難いものであれば、消費者に混同誤認を生じさせ、Ａ商標はＢ商標であ

ると誤認させる可能性がある。

 構成要件２：同一又は類似の商品又は役務において使用している

商品が類似するとは、二つの異なる商品が機能、材料、製造者又はその他

の要素において共同又は関連する点があり、同一又は類似の商標を表示した

とき、一般の社会通念及び市場の取引状況により、商品の消費者にそれらは

同じ出所、又は出所が異なるものの関連性のある出所によるものであると誤

認させやすいことを指しており、この場合、当該二つの商品間には類似の関
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係が存在する。同じように、役務が類似するとは、役務が消費者の需要を満

たすこと、ならびに役務の提供者又はその他の要素において、共同又は関連

する点があり、同一又は類似の商標を表示したとき、一般の社会通念及び市

場の取引状況により、役務を受けた者にそれらは同じ出所、又は出所が異な

るものの関連性のある出所によるものであると誤認させやすいことを指し

ている（混同誤認の虞に関する審査基準第５．３．１条）。

智慧財産局は、類似商品の検索参考資料を頒布したが、実際に権利侵害案

件で権利侵害の有無を判断する場合、当該検索参考資料を唯一の判断基準と

はせず、両当事者の実際の使用状況も見たうえで判断される。

 構成要件３：関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞がある

いわゆる関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞があるとは、商標が関連

の消費者に当該商標の表徴する商品の出所もしくは製造主体について混同

誤認を生じさせる虞があることをいう。即ち、商標が消費者に与える印象に

より、関連の消費者に異なる出所の二つの商品もしくは役務が同じ出所のも

のであると誤認させ、又は二つの商標の使用者間には関連企業、ライセンス

関係、フランチャイズ関係もしくはその他類似の関係が存在すると誤認させ

る可能性があることを指す。二つの商標に混同誤認の虞があるか否かについ

て判断するとき、商標の識別性の強弱、商標が類似するか否か及びその類似

の程度、商品又は役務が類似するか否か及びその類似の程度、関連消費者の

各商標に対する認識の程度等の要素を参酌し、関連の消費者に混同誤認を生

じさせる虞があるものに該当するかについて、総合的に判断しなければなら

ない（智慧財産法院１０２年度民商訴字第２９号判決）。

なお、混同誤認は二種類に分かれており、一つは二つの商標が同じ出所に

よるものと誤認した場合であり、もう一つは二つの商標の出所間には関連企

業、ライセンス関係、加盟関係もしくはその他類似の関係が存在すると誤認

した場合である。

１、商品 役務の関連消費者が二つの商標は同じ出所であると誤認した場合、

即ち商標により、異なる出所の商品 役務が同じ出所のものであると誤

認した場合、これを錯誤の混同誤認という。例えば「家麗寶」と「佳麗

 

 
るわけではないので、些細な部分の違いは、消費者の印象の中では識別

の機能を発揮し難く、商標が類似するか否かについて判断するときは、

それを考慮に入れる必要はない（混同誤認の虞に関する審査基準第５．

２．４条）。

２、全体観察の原則

全体観察の原則として、商標が類似するか否かについて判断するとき、

商標図案全体を観察しなければならない。これは、商標が商品 役務の

消費者に呈するのは図案全体であり、各部分に分けて呈するものではな

いからである。「要部」観察というものもあるが、これは商標が図案全

体を呈しているものの、商品 役務の消費者が注意を払う、又は事後に

その印象に残るのは、その中の比較的顕著な部分、即ち要部である可能

性があると判断した場合に行うものである。しかし、要部観察は全体観

察とは全く異なる観察方法というわけではなく、要部は最終的に商標が

商品 役務の消費者に与える全体的な印象に影響するため、商標類似の

判断は、依然として全体観察を依拠として判断される（混同誤認の虞に

関する審査基準第５．２．３条）。

以上からわかるように、二つの商標を同時に目の前で比べただけで、二つ

の商標が類似するか否かについて判断するのは、間違った方法である。それ

は、消費者が商品を購入するとき、二つの商品を同時に比べることはないか

らであり、一般的には今月この街でＡ商標を見て、翌月に他の街でＢ商標を

見たというような状況が多いため、両者の全体的な印象は消費者にとって区

別し難いものであれば、消費者に混同誤認を生じさせ、Ａ商標はＢ商標であ

ると誤認させる可能性がある。

 構成要件２：同一又は類似の商品又は役務において使用している

商品が類似するとは、二つの異なる商品が機能、材料、製造者又はその他

の要素において共同又は関連する点があり、同一又は類似の商標を表示した

とき、一般の社会通念及び市場の取引状況により、商品の消費者にそれらは

同じ出所、又は出所が異なるものの関連性のある出所によるものであると誤

認させやすいことを指しており、この場合、当該二つの商品間には類似の関
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寶」、「ＣＫ」と「ＧＫ」、「ＨＴＣ」と「Ｈｔｃ」がそれぞれ同じ商

品 役務に使用された場合、消費者は識別が困難であり、同じ出所の商

品であると誤認しやすい。

２、たとえ商品 役務の関連消費者は二つの商標が同一の商標であると誤認

しなかったとしても、二つの商標の商品 役務が同じ出所のシリーズ商

品 役務であると誤認する、又は二つの商標の使用者間に関連企業、ラ

イセンス関係、加盟関係もしくはその他類似の関係が存在すると誤認す

る可能性がある。例えば、共に薬品に使用されている「寧久霊」と「零

疤寧」、共にインターネットを通じて情報サービスを提供している「１

０４購物銀行」と「１０４人力銀行」等の場合、二つの商標が表徴する

ものは、同じ業者のシリーズ商品 役務である、又は業者間に前述の特

定関係が存在すると誤認させる可能性がある（混同誤認の虞に関する審

査基準第３条）。

 構成要件４：商標を使用する行為がある

実務上、商標権侵害を構成する「商標の使用」とは具体的に何を指してい

るのかという点が争いになっている。智慧財産法院 年度民商訴字第

号判決によると、「商標又は役務を表徴する目的に基づき、商標を商品又は

役務に使用しなければ、商標法にいう商標の使用に該当しない。商品又は役

務を表徴するためのものではない場合、形式上、たとえ商標を商品又は役務

に使用した事実があったとしても、その目的及び方法を斟酌したところ、商

品又は役務の関連説明を表すために用いただけで、商標として使用する意図

（ ）がないのなら、通常の使用に該当し、商標法にいう商標

の使用に該当しない。商標として使用していたか否かについて判断するとき、

その平面図案、デジタルもしくは電子媒体等の画像の前後配置、字体字形、

文字の大きさ、配色及び設計に顕著性があるか否かについて総合的に斟酌し、

その使用の性質が消費者にその表徴する商品又は役務の出所を区別させる

ことができるか、ならびにその使用の目的が商標権者ののれんに便乗する意

図があるか等の客観的証拠をもって総合的に判断しなければならず、製品の

包装に表示された、又は製品の広告、説明書の中に出ている文字、図案であ
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れば、商標の使用を構成するわけではない。」と示されている。

実際、「商標の使用」についてよく争いになる原因として、「商標の使用」

の概念には「権利侵害にあたる使用」だけでなく「権利維持のための使用」

や「合理使用（フェアユース）」なども含まれているからである。つまり、

たとえ「商標の使用」があったとしても、それが必ずしも「権利侵害にあた

る使用」とは限らない。実務上、例えば、中国で登録された「 」商

標の文字をウェブアドレス http://w ww.picasso.com.tw に使用することは商標

の使用にあたらないとの見解がある。その理由として、商標は属地主義の原

則を採用しているが、インターネットには国境の性質がないので、台湾から

もこのサイトにアクセスできるものの、このウェブサイトの内容だけでは、

台湾で商品を販売する意思があると認定できず、台湾で当該商標を使用した

と認定することはできないとされている。ところが、「権利維持のための使

用」の認定の場合、智慧財産局が作成した「登録商標の使用の注意事項」第

条によると、「登録商標を使用したウェブページのトップページが

“.tw”の中国語サイトであれば、使用人は台湾の消費者を訴求対象として

台湾市場で販売を目的としていると認めることができるとされ、「権利維持

のための使用」の使用証拠とすることができ、前述の「権利侵害にあたる使

用」の認定とは異なる。

他人の商標を景品に使用することは、商標権侵害を構成するのかというの

も実務上の争点の一つである。台湾の商標法にいう商標の使用は、主観的に

販売の意図がなければならないが、商標を景品に使用したとき、行為者は当

該景品自体について販売の意図がなく、通常、販売しようとするものは他に

ある。例えば、シャンプー商品の景品として小銭入れを贈呈した場合、行為

者は主観的にシャンプー商品を販売しようとしており、小銭入れを販売しよ

うとしておらず、この場合、小銭入れにある商標は商標の使用に該当すると

認定してもよいのか、また当該小銭入れが模倣品である場合は商標権侵害を

構成するのかという問題が生じる。過去の実務では、この争点について肯定

的な意見も否定的な意見もあった。

（ ）肯定論：水着を買うと景品としてビート板が贈呈される例

 

 
寶」、「ＣＫ」と「ＧＫ」、「ＨＴＣ」と「Ｈｔｃ」がそれぞれ同じ商

品 役務に使用された場合、消費者は識別が困難であり、同じ出所の商

品であると誤認しやすい。

２、たとえ商品 役務の関連消費者は二つの商標が同一の商標であると誤認

しなかったとしても、二つの商標の商品 役務が同じ出所のシリーズ商

品 役務であると誤認する、又は二つの商標の使用者間に関連企業、ラ

イセンス関係、加盟関係もしくはその他類似の関係が存在すると誤認す

る可能性がある。例えば、共に薬品に使用されている「寧久霊」と「零

疤寧」、共にインターネットを通じて情報サービスを提供している「１

０４購物銀行」と「１０４人力銀行」等の場合、二つの商標が表徴する

ものは、同じ業者のシリーズ商品 役務である、又は業者間に前述の特

定関係が存在すると誤認させる可能性がある（混同誤認の虞に関する審

査基準第３条）。

 構成要件４：商標を使用する行為がある

実務上、商標権侵害を構成する「商標の使用」とは具体的に何を指してい

るのかという点が争いになっている。智慧財産法院 年度民商訴字第

号判決によると、「商標又は役務を表徴する目的に基づき、商標を商品又は

役務に使用しなければ、商標法にいう商標の使用に該当しない。商品又は役

務を表徴するためのものではない場合、形式上、たとえ商標を商品又は役務

に使用した事実があったとしても、その目的及び方法を斟酌したところ、商

品又は役務の関連説明を表すために用いただけで、商標として使用する意図

（ ）がないのなら、通常の使用に該当し、商標法にいう商標

の使用に該当しない。商標として使用していたか否かについて判断するとき、

その平面図案、デジタルもしくは電子媒体等の画像の前後配置、字体字形、

文字の大きさ、配色及び設計に顕著性があるか否かについて総合的に斟酌し、

その使用の性質が消費者にその表徴する商品又は役務の出所を区別させる

ことができるか、ならびにその使用の目的が商標権者ののれんに便乗する意

図があるか等の客観的証拠をもって総合的に判断しなければならず、製品の

包装に表示された、又は製品の広告、説明書の中に出ている文字、図案であ
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台湾台北地方法院９２年度易字第４５５号刑事判決において、「被告２

名は前掲ビート板を景品としたものの、その前提は消費者に他の商品を購

入した行為がなければならず、消費者にとって、当該景品自体は購入行為

の条件の一部で、購入行為と切り離せないものであり、また割引に用いる

ことができるため、依然として購入行為の一部に該当すると認定すべきで

あり、その犯罪の成立に影響しないはずである」と示されている。

（ ）否定論：保険に加入すると景品としてティーポットが贈呈される例

智慧財産法院９９年度民商上字第６号判決において、「前掲証言からわ

かるように、被控訴人が商業取引の過程で販売した対象物は、係争模倣品

ではなく、生命保険の役務であり、被控訴人の業務担当者は保険金額を上

げればもっと良い景品がもらえると告知した。しかしながら、当該景品は

消費者の保険金額の選択に影響するだけで、消費者は係争商標の表彰する

商品の出所もしくは品質により、被控訴人の保険に加入しようとする意思

が影響されることがないため、被控訴人は主観的に商標が表示された係争

模倣品を販売する、又は係争商標を通じてその保険の役務を販売する目的

がない。また、客観的にも関連の消費者が被控訴人の販売しようとする保

険の役務と他人の提供する保険の役務を区別できた結果が生じていないた

め、消費者は係争商標により被控訴人の表彰する商品もしくは役務の出所

を識別できないのなら、商標の使用に該当せず、商標法第２９条第２項第

１号の規定に違反しない」と示されている。

商標権侵害の構成要件となる「権利侵害にあたる使用」は販売を目的とし、

かつ混同誤認を生じさせる虞があるかということに重点を置き、消費者が第

三者の類似使用により混同を生じるかという点を強調している。被告は侵害

訴訟において、この点を利用して、商標の権利侵害の構成要件である「商標

の使用」にはあたらないと抗弁することがある。「商標の使用」は、販売を

目的としているか、混合誤認を生じさせるかどうかなどにういて個別案件の

事情により判断しなければならず、権利侵害案件における「商標の使用」の

認定には争いの余地があることに注意が必要である。

二、商標権侵害の擬制
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商標権侵害の擬制の規定として、商標法第７０条において「商標権者の同意

なくして、次に掲げる事情のいずれか一つがある場合は、商標権を侵害するも

のとみなす。一、他人の著名な登録商標であることを明らかに知りながら、同

一又は類似の商標を使用して、当該商標の識別性又は信用・名声に損害を生じ

させる虞があるとき。二、他人の著名な登録商標であることを明らかに知りな

がら、当該著名商標の中の文字を、自分の会社、商号、団体、ドメイン又はそ

の他の営業主体を表す名称とし、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞があ

る、又は当該商標の識別性もしくは信用・名声に損害を生じさせる虞があると

き。三、第６８条の商標権侵害となる虞があることを明らかに知りながら、ま

だ商品もしくは役務と結びついていないラベル、タグ、包装容器、又は役務と

関係のある物品を製造、所持、陳列、販売、輸出又は輸入したとき。」と規定

されている。

第７０条は第３号まであり、そのうちの第１号及び第２号は、国際規範に合

わせて、著名商標の保護を強化したものである。第１号では典型的な商標権侵

害としての混同誤認を生じさせる虞があるものに該当しないが、商標の識別性

又は信用・名声に損害をもらたす場合を、また第２号では本来「商標の使用」

に該当しない行為で、侵害の対象が著名商標である場合を、商標権侵害とみな

している。しかし、特別な規定に該当するため、民事責任しかなく、刑事責任

を課していない（但し、第３号に該当する場合は、刑法第２５３条の商標を偽

造、模倣する罪を犯す可能性がある）。なお、商標法の登録保護主義に合致す

るために、本条第１、２号の保護対象は、すでに登録された著名商標でなけれ

ばならない。各号について次のとおり説明する。

１、第７０条第１号「他人の著名な登録商標であることを明らかに知りながら、

同一又は類似の商標を使用して、当該商標の識別性又は信用・名声に損害を

生じさせる虞があるとき」

本号の成立要件は次のとおりである。（一）行為者が他人の著名な登録商

標であると明らかに知っていること。いわゆる「明らかに知っている」とは、

明白に知っていることを指し、過失によって知らなかった場合を含まない。

行為者が商標権者の商標を明白に知っていたことは、商標権者が立証しなけ

 

 
台湾台北地方法院９２年度易字第４５５号刑事判決において、「被告２

名は前掲ビート板を景品としたものの、その前提は消費者に他の商品を購

入した行為がなければならず、消費者にとって、当該景品自体は購入行為

の条件の一部で、購入行為と切り離せないものであり、また割引に用いる

ことができるため、依然として購入行為の一部に該当すると認定すべきで

あり、その犯罪の成立に影響しないはずである」と示されている。

（ ）否定論：保険に加入すると景品としてティーポットが贈呈される例

智慧財産法院９９年度民商上字第６号判決において、「前掲証言からわ

かるように、被控訴人が商業取引の過程で販売した対象物は、係争模倣品

ではなく、生命保険の役務であり、被控訴人の業務担当者は保険金額を上

げればもっと良い景品がもらえると告知した。しかしながら、当該景品は

消費者の保険金額の選択に影響するだけで、消費者は係争商標の表彰する

商品の出所もしくは品質により、被控訴人の保険に加入しようとする意思

が影響されることがないため、被控訴人は主観的に商標が表示された係争

模倣品を販売する、又は係争商標を通じてその保険の役務を販売する目的

がない。また、客観的にも関連の消費者が被控訴人の販売しようとする保

険の役務と他人の提供する保険の役務を区別できた結果が生じていないた

め、消費者は係争商標により被控訴人の表彰する商品もしくは役務の出所

を識別できないのなら、商標の使用に該当せず、商標法第２９条第２項第

１号の規定に違反しない」と示されている。

商標権侵害の構成要件となる「権利侵害にあたる使用」は販売を目的とし、

かつ混同誤認を生じさせる虞があるかということに重点を置き、消費者が第

三者の類似使用により混同を生じるかという点を強調している。被告は侵害

訴訟において、この点を利用して、商標の権利侵害の構成要件である「商標

の使用」にはあたらないと抗弁することがある。「商標の使用」は、販売を

目的としているか、混合誤認を生じさせるかどうかなどにういて個別案件の

事情により判断しなければならず、権利侵害案件における「商標の使用」の

認定には争いの余地があることに注意が必要である。

二、商標権侵害の擬制
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ればならない。（二）侵害の客体が他人の著名な登録商標であること。（三）

著名商標の識別性又は信用・名声に損害を生じさせる虞があること。（四）

商標権者の同意を得ずに使用行為があったこと。

以前、商標権侵害は、消費者に混同誤認を生じさせる虞があることを要件

としていたが、著名商標の保護を強化するために、識別性及び信用・名声に

損害を生じさせる場合も権利侵害とみなしている。但し、行為者が「明らか

に知っていた」ことを要件としている。著名商標に類似するものを使用した

ことにより混同を生じさせた場合は、商標法第６８条の一般的な権利侵害の

規定を適用すればよいが、実務上、同時に混同、識別性及び信用・名声の損

害を生じさせるものと認定している見解も少なくない。

実務上、智慧財産法院１０４年度民商上字第４号は、本条項を適用した具

体的な事例である。「福樂」商標は牛乳に使用されているものとして著名な

商標であり、第三者が「福樂」商標を石鹸商品に使用したが、裁判所の判決

により、商標法第７０条第１号の規定を適用し、権利侵害の擬制を構成する

と認定した。

２、第７０条第２号「他人の著名な登録商標であることを明らかに知りながら、

当該著名商標の中の文字を、自分の会社、商号、団体、ドメイン又はその他

の営業主体を表す名称とし、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞がある、

又は当該商標の識別性もしくは信用・名声に損害を生じさせる虞があるとき」

本条の立法理由によると、本号にいう会社、商号、団体の名称は、公司法、

商業登記法又はその他の関連法規に基づき、その主務官庁で設立、成立又は

開業登記を申請した名称でなければならない。正式名称とは別の英語名称で

ある場合、前掲「会社の名称」に該当しないが、本号の「その他の営業主体

を表す名称」に該当する。

さらに、いわゆる著名商標の中の「文字」とは、著名商標において消費者

の注意を引きつけ、他人の商品又は役務と区別することができる文字と「同

一」のものを指す。第１号では「同一又は類似」の商標という文言が使用さ

れているが、第２号は侵害とみなす擬制の規定をしているのであって、著名

商標の中の「文字」をいわゆる「類似」という文言でその範囲を任意に拡大
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すべきではない。但し、社会通念により、識別させる主な印象が実質的に同

じである、又は要部の一部として使用した場合、依然として著名商標の中の

文字を使用したものに該当する（智慧財産局によって公布された商標法逐条

釈義２０１７年版第２３７～２３８頁を参照）。よって、本号の「当該著名

商標の中の文字」の要件とは、「実質的に同じ」文字を使用することを指し

ている。

なお、本号の適用は、会社、商号、団体、ドメイン又はその他表徴する営

業主体の経営する業務範囲と、著名な登録商標を使用する商品又は役務が、

同一又は類似を構成するか否かについての判断により、それぞれ前段の「関

連の消費者に混同誤認を生じさせる虞がある」及び後段の「当該商標の識別

性又は信用・名声に損害を生じさせる虞がある」の規定を適用する（智慧財

産局によって公布された商標法逐条釈義２０１７版第２３７～２３８頁）。

そのため、両者の経営する業務範囲が類似するか否かについて対比したうえ

で、業務範囲が類似することにより混同誤認を生じさせる虞があるものか、

それとも業務範囲が類似しないことにより商標の識別性もしくは信用・名声

に損害を生じさせる虞があるものかについて判断しなければならない。

３、第７０條第３号「第６８条の商標権侵害となる虞があることを明らかに知

りながら、まだ商品もしくは役務と結びついていないラベル、タグ、包装容

器、又は役務と関係のある物品を製造、所持、陳列、販売、輸出又は輸入し

たとき」

本号の立法趣旨は、「商標権を直接侵害する行為について認定するだけで

なく、商標権侵害の準備、加工又は幇助行為も防止しなければならないため、

改正条項第６８条の商標権侵害の虞があることを明らかに知っているにも

かかわらず、まだ商品もしくは役務と結びついていないラベル、タグ、包装

容器、又は役務と関係のある物品を製造、所持、陳列、販売、輸出又は輸入

した行為につき、これを商標権侵害の行為とみなした。さらに、ドイツの商

標法第１４条第４項の規定を参照すると、同条第２項及び第３項の権利侵害

行為『の虞』があることを適用の前提としているが、同条第２項及び第３項

の権利侵害行為の成立を要件としていない。権利侵害者以外の第三者が行っ

 

 
ればならない。（二）侵害の客体が他人の著名な登録商標であること。（三）

著名商標の識別性又は信用・名声に損害を生じさせる虞があること。（四）

商標権者の同意を得ずに使用行為があったこと。

以前、商標権侵害は、消費者に混同誤認を生じさせる虞があることを要件

としていたが、著名商標の保護を強化するために、識別性及び信用・名声に

損害を生じさせる場合も権利侵害とみなしている。但し、行為者が「明らか

に知っていた」ことを要件としている。著名商標に類似するものを使用した

ことにより混同を生じさせた場合は、商標法第６８条の一般的な権利侵害の

規定を適用すればよいが、実務上、同時に混同、識別性及び信用・名声の損

害を生じさせるものと認定している見解も少なくない。

実務上、智慧財産法院１０４年度民商上字第４号は、本条項を適用した具

体的な事例である。「福樂」商標は牛乳に使用されているものとして著名な

商標であり、第三者が「福樂」商標を石鹸商品に使用したが、裁判所の判決

により、商標法第７０条第１号の規定を適用し、権利侵害の擬制を構成する

と認定した。

２、第７０条第２号「他人の著名な登録商標であることを明らかに知りながら、

当該著名商標の中の文字を、自分の会社、商号、団体、ドメイン又はその他

の営業主体を表す名称とし、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞がある、

又は当該商標の識別性もしくは信用・名声に損害を生じさせる虞があるとき」

本条の立法理由によると、本号にいう会社、商号、団体の名称は、公司法、

商業登記法又はその他の関連法規に基づき、その主務官庁で設立、成立又は

開業登記を申請した名称でなければならない。正式名称とは別の英語名称で

ある場合、前掲「会社の名称」に該当しないが、本号の「その他の営業主体

を表す名称」に該当する。

さらに、いわゆる著名商標の中の「文字」とは、著名商標において消費者

の注意を引きつけ、他人の商品又は役務と区別することができる文字と「同

一」のものを指す。第１号では「同一又は類似」の商標という文言が使用さ

れているが、第２号は侵害とみなす擬制の規定をしているのであって、著名

商標の中の「文字」をいわゆる「類似」という文言でその範囲を任意に拡大
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た商標権侵害の加工又は幇助行為の他、権利侵害者自身が行った準備行為も

本項に規定された行為に該当する。」である。

本号は、模倣品の問題を有効に防止し、解決できるように、明文をもって

商標権侵害の準備、加工又は幇助行為、例えばまだ商品もしくは役務と結び

ついていないラベル、タグ、包装容器、又は役務と関係のある物品を製造、

所持、陳列、販売、輸出又は輸入した行為を禁止している。例として、行為

者が金門高粱酒の模倣品を製造しようとしているのを知っていたが、模倣の

ラベル及び商標を付されていない空瓶しか発見できず、行為者にすでに商標

を使用した行為があったことを証明できる他の証拠がない場合、たとえ法に

より刑罰を与えることができなかったとしても、権利者は侵害の排除もしく

は防止を請求することができ、またそれらの物品の廃棄もしくは適当な処置

を請求し、侵害拡大を防止することができる（智慧財産局によって公布され

た商標法逐条釈義２０１７年版第２３８頁を参照）。

三、商標権侵害に対する法律上の請求権

商標法第６９条により、商標権者は、権利侵害者に対して侵害差止請求権、

廃棄請求権、損害賠償請求権を行使することができる。次のとおり説明する。

１、侵害差止請求権

智慧財産法院１０４年度民商上字第４号判決及び智慧財産法院１０５年度

民商上字第８号解釈によると、侵害差止請求権は、商標権者が侵害者に対し

て侵害等の行為の排除及び防止を行うことができる権利である。商標権者が

侵害行為の排除、防止の権利を行使するとき、商標権侵害又は侵害の虞のあ

る事実が存在すればよく、権利侵害者に故意又は過失又は責任能力があるこ

とを要件とせず、損害賠償請求権の主観的要件と無関係である。なお、すで

に発生し過ぎ去った侵害である場合、損害賠償を請求できるか否かの問題に

関係する。商標権者は、現在存在する侵害についてその排除を請求すること

ができ、過去の侵害について受けた損害及び失った利益の賠償を請求するこ

とができ、二つの請求権は併存し、同時に主張することができる。いわゆる

「侵害の虞のある」とは、商標権侵害の事実がまだ発生していないものの、

既存の主観的、客観的環境について判断したとき、商標権が侵害される可能
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性が極めて高く、未然に防ぎ、事前に予防する必要のあることをいう。例え

ば、情報により某密造酒業者が印刷所に「台湾啤酒」商標のラベルの製造を

依頼したことを知ったとき、商標権者はその商標権が侵害される虞があると

して、その防止を請求することができる（智慧財産局によって公布された商

標法逐条釈義２０１７年版第２２３頁を参照）。

２、廃棄請求権

（一）行為者に故意や過失があった場合に限定しない

商標権者の廃棄請求権は、商標権侵害を有効に排除、防止する手段で

あり、商標権者による廃棄請求権の行使は、行為者もしくは所持者に

故意もしくは過失があった場合に限定しない。その目的は侵害物品及

び侵害物品を製造した原料、器具を廃棄し、市場に流出しないように

することで、権利侵害による損害又は危険を最小限にとどめることで

ある（智慧財産法院１０５年度民商上字第７号を参照）。

（二）廃棄請求の対象物は具体的な、明確な、かつ強制執行が可能なもので

なければならない

廃棄する対象物が不明確である場合、強制執行を行うことができない

ため、所有者又は所持者に特定物を廃棄するよう請求することができ

ない（智慧財産法院１０４年度民商上字第４号判決を参照）。

なお、商標法が２０１２年に改正、施行されてから、権利侵害の物品又は原

料、器具を廃棄するか否かについての判断は、「侵害の程度と第三者の利益」

を考慮に入れなければならないため、本来なら商標権者は商標権侵害の物品

及び侵害行為に用いられた原料もしくは器具の廃棄を請求することができ

たが、相手方及び第三者の権益への侵害の程度が比較的低い手段で同じよう

に商標権者の利益を保障できる場合、比例原則に合致するために、裁判所は

廃棄の代わりに他の比較的低い侵害程度の手段を採用しなければならない

（智慧財産局によって公布された商標法逐条釈義２０１７年版第２３４頁

を参照）。

３、損害賠償請求権

（ ）故意や過失がなければならない

 

 
た商標権侵害の加工又は幇助行為の他、権利侵害者自身が行った準備行為も

本項に規定された行為に該当する。」である。

本号は、模倣品の問題を有効に防止し、解決できるように、明文をもって

商標権侵害の準備、加工又は幇助行為、例えばまだ商品もしくは役務と結び

ついていないラベル、タグ、包装容器、又は役務と関係のある物品を製造、

所持、陳列、販売、輸出又は輸入した行為を禁止している。例として、行為

者が金門高粱酒の模倣品を製造しようとしているのを知っていたが、模倣の

ラベル及び商標を付されていない空瓶しか発見できず、行為者にすでに商標

を使用した行為があったことを証明できる他の証拠がない場合、たとえ法に

より刑罰を与えることができなかったとしても、権利者は侵害の排除もしく

は防止を請求することができ、またそれらの物品の廃棄もしくは適当な処置

を請求し、侵害拡大を防止することができる（智慧財産局によって公布され

た商標法逐条釈義２０１７年版第２３８頁を参照）。

三、商標権侵害に対する法律上の請求権

商標法第６９条により、商標権者は、権利侵害者に対して侵害差止請求権、

廃棄請求権、損害賠償請求権を行使することができる。次のとおり説明する。

１、侵害差止請求権

智慧財産法院１０４年度民商上字第４号判決及び智慧財産法院１０５年度

民商上字第８号解釈によると、侵害差止請求権は、商標権者が侵害者に対し

て侵害等の行為の排除及び防止を行うことができる権利である。商標権者が

侵害行為の排除、防止の権利を行使するとき、商標権侵害又は侵害の虞のあ

る事実が存在すればよく、権利侵害者に故意又は過失又は責任能力があるこ

とを要件とせず、損害賠償請求権の主観的要件と無関係である。なお、すで

に発生し過ぎ去った侵害である場合、損害賠償を請求できるか否かの問題に

関係する。商標権者は、現在存在する侵害についてその排除を請求すること

ができ、過去の侵害について受けた損害及び失った利益の賠償を請求するこ

とができ、二つの請求権は併存し、同時に主張することができる。いわゆる

「侵害の虞のある」とは、商標権侵害の事実がまだ発生していないものの、

既存の主観的、客観的環境について判断したとき、商標権が侵害される可能
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商標法第６９条につき、２０１２年に商標法が改正された時、立法理

由において、損害賠償の請求について行為者に主観上の故意又は過失

がなければならないと明確に定められている。改正前、この規定に対

して、侵害者に故意や過失がなければならないのかについて争いが絶

えなかったが、改正後には争いがなくなった。

（ ）依然として損害填補法則を適用する

権利侵害行為の損害賠償請求権は、被害者の実際の損害を填補するた

めのものであって、利益を与えるためのものではない。このため、損

害賠償は実際に損害を受けたことを成立要件としている。商標法第

条に商標権が侵害を受けた場合の損害賠償額の計算方法が規定されて

いるが、権利侵害行為の損害賠償請求権の一つであるため、やはり損

害填補法則が適用される（智慧財産法院１０４年度民商上字第１７号

を参照）。このことから、どんな方法で損害額を推定しても、損害填

補法則を適用しなければならないことがわかる。

（ ）損害額の計算

商標法第７１条の規定により、商標権者が損害賠償を請求するとき、

次のいずれか一つを選択してその損害を計算しなければならない。

（ ）民法第２１６条の規定による。但し、その損害を証明するための

証拠方法を提供できないとき、商標権者はその登録商標を使用する

ことにより通常得られる利益から、侵害された後に同一の商標を使

用して得た利益を差し引いた差額をもって損害を受けた額とする

ことができる。

（ ）商標権侵害行為により得た利益による。商標権侵害者がその原

価又は必要経費を挙証できないときは、当該商品を販売した収入の

全部をその所得利益とする。

（ ）押収した商標権侵害にかかる商品の販売単価の１５００倍以下

の金額を損害額とする。但し、押収した商品が１５００点を超える

ときは、その総額で賠償金額を定める。
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（ ）商標権者が他人に使用許諾して受取るロイヤルティに相当する

金額をもって、その損害額とする。

条文に４種類の計算方法が明確に定められているものの、挙証が困難

であるため、実務上、第７１条第１項第３号に規定された計算方法、

即ち押収した商品の販売単価の倍数で計算する方法を採用することが

多い。また、賠償金額が明らかに相当しないものは、裁判所が斟酌し

たうえで減額できる。

 

 
商標法第６９条につき、２０１２年に商標法が改正された時、立法理

由において、損害賠償の請求について行為者に主観上の故意又は過失

がなければならないと明確に定められている。改正前、この規定に対

して、侵害者に故意や過失がなければならないのかについて争いが絶

えなかったが、改正後には争いがなくなった。

（ ）依然として損害填補法則を適用する

権利侵害行為の損害賠償請求権は、被害者の実際の損害を填補するた

めのものであって、利益を与えるためのものではない。このため、損

害賠償は実際に損害を受けたことを成立要件としている。商標法第

条に商標権が侵害を受けた場合の損害賠償額の計算方法が規定されて

いるが、権利侵害行為の損害賠償請求権の一つであるため、やはり損

害填補法則が適用される（智慧財産法院１０４年度民商上字第１７号

を参照）。このことから、どんな方法で損害額を推定しても、損害填

補法則を適用しなければならないことがわかる。

（ ）損害額の計算

商標法第７１条の規定により、商標権者が損害賠償を請求するとき、

次のいずれか一つを選択してその損害を計算しなければならない。

（ ）民法第２１６条の規定による。但し、その損害を証明するための

証拠方法を提供できないとき、商標権者はその登録商標を使用する

ことにより通常得られる利益から、侵害された後に同一の商標を使

用して得た利益を差し引いた差額をもって損害を受けた額とする

ことができる。

（ ）商標権侵害行為により得た利益による。商標権侵害者がその原

価又は必要経費を挙証できないときは、当該商品を販売した収入の

全部をその所得利益とする。

（ ）押収した商標権侵害にかかる商品の販売単価の１５００倍以下

の金額を損害額とする。但し、押収した商品が１５００点を超える

ときは、その総額で賠償金額を定める。
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第二節 刑事責任

商標法第９５条において、「商標権者又は団体商標権者の同意なくして、販

売を目的として次に掲げる事情のいずれか一つがある場合、３年以下の懲役、

拘留もしくはニュー台湾ドル２０万元以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一、同一の商品又は役務において、登録商標又は団体商標と同一の商標を使用

したとき。二、類似の商品又は役務において、登録商標又は団体商標と同一の

商標を使用し、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞があるとき。三、同一

又は類似の商品又は役務において、登録商標又は団体商標と類似する商標を使

用し、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞があるとき。」と規定されてい

る。

商標法第９６条において、「証明標章権者の同意なくして、販売を目的とし

て、同一又は類似の商品又は役務において、登録証明標章と同一又は類似の標

章を使用し、関連の消費者に誤認、誤信させる虞がある場合、３年以下の懲役、

拘留もしくはニュー台湾ドル２０万元以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

前項の証明標章権侵害の虞があることを明らかに知りながら、他人の登録証明

標章と同一又は類似の標識を付したラベル、包装容器又はその他の物品を、販

売又は販売を意図して製造、所持、陳列した場合も同様とする」と規定されて

いる。

商標法第９７条において、「他人が為した前二条の商品であることを明らか

に知りながら、販売、又は販売を意図して所持、陳列、輸出もしくは輸入した

場合、１年以下の懲役、拘留もしくはニュー台湾ドル５万元以下の罰金に処し、

又はこれを併科する。電子メディア又はインターネットを通じて行った場合も

同様とする」と規定されている。

商標法第９８条において、「商標権、証明標章権又は団体商標権を侵害する

物品又は文書は、犯罪行為者が所有するものか否かを問わず、これを没収する」

と規定されている。

第９６条は証明標章の使用に関する刑罰の規定であり、その他一般商標及び

団体商標の使用に関する刑罰につき、いずれも第９５条を適用する。販売、所

持、陳列、輸出又は輸入の行為である場合は、第９７条を適用する。
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第９５条には３種類の直接商標権を侵害した場合が定められており、これは

第３５条第２項の商標権の排他効力の規定に合わせて、３つに分けて列挙した

ものである。第１号の規定と第２、３号の規定との相違点として、第１号は関

連の消費者に混同誤認を生じされる虞があることを要件としていないが、第１

号の場合、商標権の専用使用範囲と同じであり、法律上、混同誤認を生じさせ

る虞があると直接推定できるため、検察官又は自ら訴えを提起した被害者が挙

証する必要はない。第２号及び第３号の場合、商標権の排他的使用範囲の規定

であり、具体的な刑事訴訟案件において、検察官又は自ら訴えを提起した被害

者は、被告が商標を使用したことにより混同誤認を生じさせる可能性がある状

況について挙証しなければならない（智慧財産局によって公布された商標法逐

条釈義２０１７年版第２９７頁を参照）。

 

 
第二節 刑事責任

商標法第９５条において、「商標権者又は団体商標権者の同意なくして、販

売を目的として次に掲げる事情のいずれか一つがある場合、３年以下の懲役、

拘留もしくはニュー台湾ドル２０万元以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一、同一の商品又は役務において、登録商標又は団体商標と同一の商標を使用

したとき。二、類似の商品又は役務において、登録商標又は団体商標と同一の

商標を使用し、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞があるとき。三、同一

又は類似の商品又は役務において、登録商標又は団体商標と類似する商標を使

用し、関連の消費者に混同誤認を生じさせる虞があるとき。」と規定されてい

る。

商標法第９６条において、「証明標章権者の同意なくして、販売を目的とし

て、同一又は類似の商品又は役務において、登録証明標章と同一又は類似の標

章を使用し、関連の消費者に誤認、誤信させる虞がある場合、３年以下の懲役、

拘留もしくはニュー台湾ドル２０万元以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

前項の証明標章権侵害の虞があることを明らかに知りながら、他人の登録証明

標章と同一又は類似の標識を付したラベル、包装容器又はその他の物品を、販

売又は販売を意図して製造、所持、陳列した場合も同様とする」と規定されて

いる。

商標法第９７条において、「他人が為した前二条の商品であることを明らか

に知りながら、販売、又は販売を意図して所持、陳列、輸出もしくは輸入した

場合、１年以下の懲役、拘留もしくはニュー台湾ドル５万元以下の罰金に処し、

又はこれを併科する。電子メディア又はインターネットを通じて行った場合も

同様とする」と規定されている。

商標法第９８条において、「商標権、証明標章権又は団体商標権を侵害する

物品又は文書は、犯罪行為者が所有するものか否かを問わず、これを没収する」

と規定されている。

第９６条は証明標章の使用に関する刑罰の規定であり、その他一般商標及び

団体商標の使用に関する刑罰につき、いずれも第９５条を適用する。販売、所

持、陳列、輸出又は輸入の行為である場合は、第９７条を適用する。
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第三節 商標権の拘束を受けない場合

商標法第 条に次のように規定されている。

「次に掲げる情況は、他人の商標権の効力による拘束を受けない：

一、商業取引の慣習に符合する誠実且つ信用できる方法で、自己の氏名、名

称、又はその商品又は役務の名称、形状、品質、性質、特性、用途、産

地又はその他商品又は役務自体に関する説明を表示するが、商標として

使用しない場合。

二、商品又は役務の機能を発揮するために必要な場合。

三、他人の商標の登録出願日前に、善意で同一又は類似の商標を同一又は類

似する商品又は役務に使用する場合。但し、それは原使用の商品又は役

務に限る。その場合、商標権者は該商標を使用する者に対して、適当な

区分表示の付記を要求することができる。

登録商標を付した商品が、商標権者又はその同意を得た者により国内外の

市場で取引きされ流通する場合、商標権者は該商品について商標権を主張す

ることができない。但し、商品が市場で流通した後、商品の変質、毀損が発

生するのを防止するため、又はその他正当な事由がある場合はこの限りでな

い。」

第二号の機能的問題を除き、台湾商標法に定める商標権の効力による拘束を

受けない情況は、記述的合理使用、指示的合理使用、善意による先使用、の三

つがある。以下は前記三つの情況についてそれぞれ説明する。

一、 記述的合理使用

所謂「記述的合理使用」とは、商標として使用するのではなく、善意に基づ

く合理的な方法により自己の氏名、名称又はその商品又は役務の名称、形状、

品質、機能、産地又はその他商品又は役務そのもの説明を表示するもののこと

をいう。

商標図形中の文字は、一般人が日常的に使用している言葉である可能性があ

るため、該文字が使われる度に商標権侵害で法的責任を追及するのは、商標法

の立法趣旨に適合しない。また、商標法が禁止しようとするのは、商品の出所

の混同のみであり、商品の出所が混同される虞がなければ、禁止する必要はな
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い。その上、過保護によって商標権者に特定の文字又は図形を独占的に使用さ

せれば、排他力が強すぎてかえって文化的遅滞を生じさせてしまう。故に、第

三者が商標中の文字又は図形を用いてその名称を表し又は商品に関する説明と

するとき、他人の商標権の効力による拘束を受けない。

台湾の商標実務では、商品に使用する図形は、商標として用いられるか又は

ただ通常の使用に過ぎないかは、その指定商品、商品者の認識、実際の取引情

況及び同業間の使用方式等を総合的に考量する上、一般消費者にそれが商品を

表彰し、他人の商品と区別する標識であると認識させるに足りるか否かを判断

する。以下に実務上「記述的合理使用」を構成する事例を二つ挙げる：

【事例 】商号「康堤法式手工坊」案

判決

番号
智慧財産法院民事判決 年度民商訴字第 号 

当事

者

原 告 甲

被 告 乙即ち商号「法楽公爵手工坊」

判決日付

争議

対象

係争商標（名称） 引用商標（名称） 

 

康堤法式手工坊
 

要約 商号「康堤法式工坊」の下に「乙： 」と連絡者の名前と電

話番号などを記載している事情などから、被告が商号「康堤法式工坊」

と表示しているのは、商標としての使用ではなく、商慣習に合致した

誠実信用の方法で、自己の氏名又は名称を表示しているだけである。

従って、被告がその登録商号の名称を表記することは、商標の効力を

受けず、商標法第 条第 項第 号の規定に違反していない。 

 

 

 
第三節 商標権の拘束を受けない場合

商標法第 条に次のように規定されている。

「次に掲げる情況は、他人の商標権の効力による拘束を受けない：

一、商業取引の慣習に符合する誠実且つ信用できる方法で、自己の氏名、名

称、又はその商品又は役務の名称、形状、品質、性質、特性、用途、産

地又はその他商品又は役務自体に関する説明を表示するが、商標として

使用しない場合。

二、商品又は役務の機能を発揮するために必要な場合。

三、他人の商標の登録出願日前に、善意で同一又は類似の商標を同一又は類

似する商品又は役務に使用する場合。但し、それは原使用の商品又は役

務に限る。その場合、商標権者は該商標を使用する者に対して、適当な

区分表示の付記を要求することができる。

登録商標を付した商品が、商標権者又はその同意を得た者により国内外の

市場で取引きされ流通する場合、商標権者は該商品について商標権を主張す

ることができない。但し、商品が市場で流通した後、商品の変質、毀損が発

生するのを防止するため、又はその他正当な事由がある場合はこの限りでな

い。」

第二号の機能的問題を除き、台湾商標法に定める商標権の効力による拘束を

受けない情況は、記述的合理使用、指示的合理使用、善意による先使用、の三

つがある。以下は前記三つの情況についてそれぞれ説明する。

一、 記述的合理使用

所謂「記述的合理使用」とは、商標として使用するのではなく、善意に基づ

く合理的な方法により自己の氏名、名称又はその商品又は役務の名称、形状、

品質、機能、産地又はその他商品又は役務そのもの説明を表示するもののこと

をいう。

商標図形中の文字は、一般人が日常的に使用している言葉である可能性があ

るため、該文字が使われる度に商標権侵害で法的責任を追及するのは、商標法

の立法趣旨に適合しない。また、商標法が禁止しようとするのは、商品の出所

の混同のみであり、商品の出所が混同される虞がなければ、禁止する必要はな
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【事例２】商標「玉筆鈴声」案

判決

番号
智慧財産法院民事判決 年度民商訴字第 号

当事

者

原 告 甲

被 告 乙

判決日付

 

争議

対象

係争商標 名称 引用商標 名称

「玉筆鈴声」

「玉筆鈴声一生伝」

登録第 号

「玉筆鈴声」 

要約 被告は演劇の宣伝で「玉筆鈴聲」、「玉筆鈴聲一生傳」等の文字を使

用したが、同時に「団長：乙、製作：丙」、「○○○掌中劇団」等と、

演出する団体の情報も記載している。被告が宣伝文で「玉筆鈴聲」、

「玉筆鈴聲一生傳」の文字を使用したことは、善意により演劇のタイ

トルや演出自体の説明をしただけであり、商品又は役務の出所を表徴

するために用いていおらず、商標の使用ではなく、合理使用（フェア

ユース）であると認められる。

 

上記の例は合理使用が認められた例であるが、被告が原告の商標の表示を際

立たせたとき、たとえ被告はそれを商標としてではなく、商標説明として使用

していると抗弁したとしても、台湾の商標実務ではやはり、被告が実際に使用

した位置、方式、態様等に基づき、商品又は役務の出所の混同誤認を引き起こ

す虞があるかにより商標権侵害か否かを判断する。

 

二、 指示的合理使用

所謂「指示的合理使用」とは、第三者が自己の商品又は役務の内容、性質、
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特性又はその他の事項を説明する目的に基づいて必要な範囲内に、商標権者の

商標を用いて商標権者の商品又は役務を指し示すことをいう。

指示的合理使用は記述的合理使用と異なっている。指示的合理使用は、他人
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た事例がある。裁判所の見解は、「 」というのは、一般人が理

解するところ、「 のために使用する」という意味であり、当該商品の出

所、品質、又は信用名誉を表徴しているとはいえず、当該商品の機能と適用す

る対象、即ち商品の使用方法の説明を示しているにすぎず、商標権者の商標を

使用して、自己の製品が適応することを説明することは、権利侵害を構成しな

いとの見解がある。最近の事例で、指示的合理使用が認められた案件としては、

宝雅事件（智慧財産法院 年度民商上字第 号）の事例がある。宝雅社は販

売促進イベントを催し、宣伝広告に「 の定番商品が抽選で当たる」と明

記しているが、該「 」は当然第三者の商標を指しており、本件は典型的

な指示的合理使用の事例に該当する。

三、 善意による先使用

旧商標法第 条第 項第 号は 年の商標法改正時に新設されたもので

あり、その立法目的は出願主義と使用主義を調和することにある。出願主義を

採用している国において、排他的権利は商標登録を受けた商標権者が所有する

ため、出願者と先使用権者との間で権利衝突が生じる。よって、出願主義原則

を採用している国では、その商標法において例外的に先使用商標を保護する条

項、又は善意による先使用の商標は商標権の拘束を受けないような規定を設け

ることにより、出願主義と先使用原則との調和を図っている。本号の適用に関

して、次の事項に留意しなければならない。

「善意」とは、他人がすでに商標登録出願をしたことを知らない場合の他、

なお他人がすでに該商標を使用していることを知らず、その上不正の競争の目

的がなく該商標を使用している場合を含む。他人が先に該商標を使用している

ことを知りながら、他人が築き上げた商業的名声に便乗する目的で、他人の未

登録の商標と同一又は類似する商標を使用するのは、たとえ他人が商標登録出

願を行う前に該商標を使用していたとしても、「善意」とは言い難く、善意に

よる先使用を主張する余地がない。（智慧財産法院 年度民商訴字第 号民

事判決参照）よって、商標の使用は善意に基づくものでない場合、たとえ使用

時期が登録商標の出願日より先であったとしても、本号を主張することができ
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ない。善意による先使用の認定は、同一の営業主体による使用であって「原使

用の商品又は役務に限る」点に注意が必要である。善意による先使用者の継続

的な使用は、同一営業主体に限るのか、それとも子会社や権利の商標権の継承

者などが使用した場合も先使用とすることができるのか論争があるものの、台

湾の実務では、最近最高裁判所 年度台上字第 号民事判決の見解による

と、善意による先使用の範囲は、原使用の商品及び同一法人に限るよう縮減さ

れるべきであるとの態度をとっている。 
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ることにより、出願主義と先使用原則との調和を図っている。本号の適用に関

して、次の事項に留意しなければならない。

「善意」とは、他人がすでに商標登録出願をしたことを知らない場合の他、

なお他人がすでに該商標を使用していることを知らず、その上不正の競争の目

的がなく該商標を使用している場合を含む。他人が先に該商標を使用している

ことを知りながら、他人が築き上げた商業的名声に便乗する目的で、他人の未

登録の商標と同一又は類似する商標を使用するのは、たとえ他人が商標登録出

願を行う前に該商標を使用していたとしても、「善意」とは言い難く、善意に

よる先使用を主張する余地がない。（智慧財産法院 年度民商訴字第 号民

事判決参照）よって、商標の使用は善意に基づくものでない場合、たとえ使用
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第四節 水際保護措置の効果

商標権者が商標登録をしたことにより、商標の使用権利を有するようになる

外、自分の商標の識別性を維持し、忠実な顧客の権益を保護するために、他人

による同一又は類似している商標の使用を排除し、模倣品の取締りをするのは、

最も重要な任務になる。

輸入又は輸出される模倣品に関し、水際保護措置は商標権者に簡単でしやす

く、労費をかからない模倣品取締りのツールを提供する。水際保護措置の利用

により、模倣品が税関で止められ、マーケットへの模倣品流出を抑制すること

ができる。商標権者も公権力を介することで、智慧財産権を保護することがで

きる他、労費が省け、自分で苦労して調査しなくてもすむ。商標権者の施行の

参考として、本文にて台湾の水際保護措置の関連規定及び実務上の執行状況を

紹介する。

一、水際保護措置の関連法令規定

現行商標法によると、台湾の水際保護措置には申立てによる差止め及び職権

による差止めという二つの方法がある。申立てによる差止めに関する規定は商

標法第７２条ないし第７４条に定められているが、職権による差止めは、長年

に渡って行われてきたものの、依拠する規定がなく、２０１２年にようやく法

律として商標法に第７５条に追加された。以下それぞれ申立てによる差止めと

職権による差止めの実施の流れ及び関連法律規定を説明する。

、申立てによる差止め

（ ）商標権を侵害する虞があると、差止めを申立てることができる。

商標権者は、輸入品又は輸出品に自分の商標権を侵害する虞があると

認定した場合、税関に先に差止めするよう申立てることができる。 商標

法第７２条第１項を参照 。

差止めを申立てる場合、申立人は輸入品又は輸出品が商標権を侵害す

る虞があると認定すれば、十分である。
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（２）差止めを申立てる場合、侵害の事実を疎明し、担保を供託しなければな

らない。

差止めを申立てる場合、書面により侵害の事実を疎明し、税関が見積

もった当該輸入品の税込み価格又は輸出品の 価額に相当する保証金

又は相当な担保を提供しなければならない 商標法第７２条第２項参照 。

現行 ２０１２年８月２日に改正された の「海関査扣侵害商標権物品

実施弁法」第２条によると、「商標権者は商標権を侵害する虞がある輸

入品又は輸出品に対し、次の資料を添付するうえ、書面により貨物の輸

出入地の税関に差止めを申立てなければならない。

（ ）権利侵害の事実及び権利侵害した物を認識できる説明、電子ファイ

ルをもって権利侵害物品を確認するための資料を提供する。例えば、

真正品、模倣品のサンプル、写真、カタログ又は画像である。

（ ）輸入輸出の業者の名称、貨物の名前、輸出入港と日付、フライト

ナンバー、コンテナナンバー、貨物の保管場所等に関連する具体的

な資料。

（ ）商標登録証明書類。

前項の申立ては代理人により提出される場合、別途代理証明書類を

添付しなければならない」と規定されている。

（３）申立人は税関から差止め受理された旨の通知がされた翌日から１２日以

内に権利侵害訴訟を提起するとともに、税関に通知しなければならない。

そうでないと、税関は差止めを撤回しなければならない。

商標権者は差止めを申し立てた後、税関から受理された旨の通知がさ

れた場合、１２日以内に訴訟を提起するとともに、税関に通知しなけれ

ばならない。必要に応じて提訴期間を１２日間までに延長することがで

きる。訴訟を提起しない場合、税関は差止めを撤回しなければならない。
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（４）税関は差止めを決定した場合、申立人及び差止めを受ける人に通知しな

ければならない。差止めを受ける人は二倍の担保を供託することにより、

差止めを撤回するよう請求することができる。

税関は規定に適合し、差止めをする場合、書面により申立人及び差止

めを受ける人 商標法第７２条第３項を参照 に通知しなければならない。

差止めを受ける人は二倍の保証金又は相応な担保を供託することにより、

税関に差止めを撤回するよう請求することができる。 商標法第７２条第

３項及び第４項を参照 。

（５）差止めにより生じた関連費用の負担

（１）商標権を侵害したとする確定判決が裁判所から下された場合、差止

めを受ける人は差止めにより生じた関連費用を負担しなければなら

ない。

商標法第７２条第５項において「申立人は、差止め物が商標権侵

害に該当するという確定判決を裁判所から取得した場合、差止めを

受ける人が差止め物のコンテナ遅延料、倉敷料、積み卸し費用等の

関連費用を負担しなければならない」と規定されている。

（２）差止め物は商標権侵害物に該当しないとする確定判決が裁判所から

下された場合、申立人は差止めにより生じた費用を負担しなければな

らない。

従い、差止め物は最終的に裁判所から確定判決がくだされ、権利

侵害物に該当しないとして認定された場合、申立人が負担しなけれ

ばならない費用には①差止めを受ける人が差止めにより受けた損害

への賠償 第７４条 、②差止めを受ける人は差止めを撤回するため、

二倍の保証金を提供したことにより受けた損害 第７４条 、③差止

め物のコンテナ遅延料、倉敷料、積み下ろし費などの関連費用 第７

３条第４項 が含まれている。
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（３）その他申立人に帰責できる事由がある場合、申立人が関連費用を負

担しなければならない。

商標法第７３条第４項規定によると、申立人に帰責できる事由が

ある場合、申立人即ち商標権者が関連費用を負担する。前述の権利

侵害物に該当しないと判決で認定された場合を除き、その他税関が

差止めを受理した後、申立人が１２日以内に訴訟を提起しなかった

場合、申立人が提起した訴訟を却下するとした確定裁定が裁判所か

らくだされた場合、申立人が自分で差止め撤回を申立てた場合、い

ずれも申立人即ち商標権者が関連費用を負担しなければならない。

（６）保証金の返還

申立人が勝訴判決を得たこと、両当事者が和解をしたこと、及び差し

止め撤回、いずれも担保の供託原因の消滅になるので、保証金を取り戻

すことができる。申立人又は差止めを受ける人が返還に同意したことは、

いずれも担保の利益を受ける者が返還に同意したことになるので、保証

金を取り戻すことができる。申立人及び差止めを受ける人はいずれも２

０日以上の期間を定め、相手方に権利行使をするよう催告したにもかか

わらず、相手方が行使しなかったことを証明したことにより、保証金を

取り戻すことができる。

２、職権による差止め 職権による通関を暫く許可しない措置

一 態様範疇

第７５条第１項によると、「税関が職務を執行する時、輸入品又は輸出品に

明らかに商標権を侵害する虞があることを発見した場合、商標権者及び輸出入

業者に通知しなければならない」。次のような場合、税関は職権により暫く通

関を許可しない可能性がある。

（１）告発

告発とは、商標権者は「特定」の輸出入貨物に対し、自らの商標権を侵害

する虞があると認定した場合、税関に告発することができるという。

 

 
（４）税関は差止めを決定した場合、申立人及び差止めを受ける人に通知しな

ければならない。差止めを受ける人は二倍の担保を供託することにより、

差止めを撤回するよう請求することができる。

税関は規定に適合し、差止めをする場合、書面により申立人及び差止

めを受ける人 商標法第７２条第３項を参照 に通知しなければならない。

差止めを受ける人は二倍の保証金又は相応な担保を供託することにより、

税関に差止めを撤回するよう請求することができる。 商標法第７２条第

３項及び第４項を参照 。

（５）差止めにより生じた関連費用の負担

（１）商標権を侵害したとする確定判決が裁判所から下された場合、差止

めを受ける人は差止めにより生じた関連費用を負担しなければなら

ない。

商標法第７２条第５項において「申立人は、差止め物が商標権侵

害に該当するという確定判決を裁判所から取得した場合、差止めを

受ける人が差止め物のコンテナ遅延料、倉敷料、積み卸し費用等の

関連費用を負担しなければならない」と規定されている。

（２）差止め物は商標権侵害物に該当しないとする確定判決が裁判所から

下された場合、申立人は差止めにより生じた費用を負担しなければな

らない。

従い、差止め物は最終的に裁判所から確定判決がくだされ、権利

侵害物に該当しないとして認定された場合、申立人が負担しなけれ

ばならない費用には①差止めを受ける人が差止めにより受けた損害

への賠償 第７４条 、②差止めを受ける人は差止めを撤回するため、

二倍の保証金を提供したことにより受けた損害 第７４条 、③差止

め物のコンテナ遅延料、倉敷料、積み下ろし費などの関連費用 第７

３条第４項 が含まれている。
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（２）提示 登録

Ａ、提示保護 税関登録による保護 の申立て

｢海関執行商標権益保護措施実施弁法 税関による商標権益保護措置執行に

関する実施規則 」第２条において、｢商標権者は輸出入貨物に自らの商標権

を侵害する虞があると認定した場合、関連書類を備えたうえ、税関に税関登

録による保護を申立てることができる。前項にいう税関登録による保護とは、

商標権者が商標権存続期間において、税関に関連保護資料を提示し、税関に

より智慧財産権データベースに登録する仕組みという」と規定されている。

２０１６年に「海関執行商標権益保護措施実施弁法」が改正された時、登

録による保護の申立てにおいて、一つの登録番号を一件の申立てとするとい

う明文の規定がある。第３条において、「商標権者は税関登録による保護を

申立てる場合、一つの商標登録番号を一件の申立てとすべきであり、申立書

及び次の資料を添付するうえ、税関に申立てなければならない。

①税関が真正品と侵害品とを見分けることができる特徴の文字説明、

②税関が真正品と侵害品とを見分けることができる特徴の画像の電子ファイ

ル（例えば、真正品、模倣品、又は真正品と模倣品との比較写真やカタロ

グ等）、かつ画像の内容は登録され、使用を指定された商品の項目でなけ

ればならない、

③商標権に関する証明書類、

④連絡先情報

また税関は前項の申立てを受理した場合、申立人に通知しなければならな

い。受理しない場合、理由を明確に述べるうえ、申立人に通知しなければ

ならない」と規定されている。

Ｂ、提示保護期間 税関登録による保護期間 を商標権存続期間の満了日まで

延長することができる。

「海関執行商標権益保護措施実施弁法」第４条において、「税関が許可す
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る保護登録期間は、許可した日から商標権の存続期間の満了日までとする。

商標権は商標の主務官庁に更新を許可された場合、商標権者は更新の証明

書類を添付するうえ、更新した商標権存続期間の満了日までに保護登録期

間を延長するよう税関に申立てることができる」と規定されている。

以前、「海関執行商標権益保護措施実施弁法」が改正されていない古い条

項の第８条において「税関の前項の保護措置の執行期間を、税関が受理を

許可した日から１年とする。商標権者は期間が満了するまでに、資料を更

新して、税関に延長を申立てることができる。１回につき延長期間が１年

とする。延長を申立てしていない場合は、もう一度、登録を申立てなけれ

ばならない」と規定されていた。即ち、昔、商標権者は毎年登録の申立て

を提出しなければならず、毎回許可した期間も一年しかなく、期限が切れ

るとまた一年の更新を申立てるしかなかった。毎年、申立てしなければな

らなかった。申立てのコスト及び税関の作業の負担を減らすために、新し

く改正された第４条は、許可する税関登録による保護期間を商標権存続期

間が満了するまでとした。商標権が更新された場合、保護登録期間も商標

権者が提示する更新証明書類により保護登録期間の延長を申立てることが

できる。保護登録期間を更新された商標権存続期間の満了日までに延長さ

れるので、再度登録手続きをする必要がない。

Ｃ、保護登録期間の中止

「海関執行商標権益保護措施実施弁法」第５条：

「次のいずれか一つに該当する場合、税関は保護登録期間を繰り上げて中止

することができる。

①税関は第３条第１項第４号に定められた提供情報により商標権者又はその代

理人と連絡を取ることができない場合。

②国内に住所又は営業所を有していない商標権者が、代理人と契約を解除した、

又はその他代理関係の消滅事由があり、第１４条第１項の但し書で定められ

た代理人への依頼の規定に適合しない場合」

 

 
（２）提示 登録

Ａ、提示保護 税関登録による保護 の申立て

｢海関執行商標権益保護措施実施弁法 税関による商標権益保護措置執行に

関する実施規則 」第２条において、｢商標権者は輸出入貨物に自らの商標権

を侵害する虞があると認定した場合、関連書類を備えたうえ、税関に税関登

録による保護を申立てることができる。前項にいう税関登録による保護とは、

商標権者が商標権存続期間において、税関に関連保護資料を提示し、税関に

より智慧財産権データベースに登録する仕組みという」と規定されている。

２０１６年に「海関執行商標権益保護措施実施弁法」が改正された時、登

録による保護の申立てにおいて、一つの登録番号を一件の申立てとするとい

う明文の規定がある。第３条において、「商標権者は税関登録による保護を

申立てる場合、一つの商標登録番号を一件の申立てとすべきであり、申立書

及び次の資料を添付するうえ、税関に申立てなければならない。

①税関が真正品と侵害品とを見分けることができる特徴の文字説明、

②税関が真正品と侵害品とを見分けることができる特徴の画像の電子ファイ

ル（例えば、真正品、模倣品、又は真正品と模倣品との比較写真やカタロ

グ等）、かつ画像の内容は登録され、使用を指定された商品の項目でなけ

ればならない、

③商標権に関する証明書類、

④連絡先情報

また税関は前項の申立てを受理した場合、申立人に通知しなければならな

い。受理しない場合、理由を明確に述べるうえ、申立人に通知しなければ

ならない」と規定されている。

Ｂ、提示保護期間 税関登録による保護期間 を商標権存続期間の満了日まで

延長することができる。

「海関執行商標権益保護措施実施弁法」第４条において、「税関が許可す
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（３）その他職務執行時に模倣品を発見した場合

前述の通り、前述の「海関執行商標権益保護措施実施弁法」の２０１２年

の古い条項の第２条や第７条の２０１６年「また本条にいう職務執行とは、

たとえば、現行の第２条及び非商標権者からの特定貨物による商標権侵害と

の告発等の関連税関職務執行の類型を含む」という立法理由から、職務執行

は少なくとも次の五つの状況を含むが、理論上これらの状況に限らず、模倣

品が税関に現れた以上、税関職員はどういうように知ったかを問わない。

 商標権者がした告発

 商標権者かした登録

 非商標権者がした告発

 他の機関による通報

 税関が自発的に発見した場合

そのため、職権による差止めの実施には、商標権者がした告発又は登録の

外に、非商標権者がした告発、他の機関による通報、税関が自発的に発見し

た場合なども含まれている。

二 職権による差止めの実施流れは次の通りである。

（１）税関が模倣品を発見し、商標権者及び輸出入者に認定をするよう通知す

る。

（２）通知を受取った商標権者は税関に写真のファイルを提供するよう要請す

ることができる。

（３）商標権者は期限内に税関に行き認定し、権利侵害の事実証拠を提出しな

ければならず、輸出入者は期限内に税関に行き認定し、権利侵害をして

いない証明書類を提出しなければならない。

（４）商標権者が権利侵害された事実証拠を提出した後、輸出入者は権利侵害

していない事実証明を提出しなかった場合、税関は暫く通関を許可せず、

司法機関に移送することができる。輸出入者は権利侵害していない事実
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証拠を提出した場合、商標権者は差止め申立手続きを行わなければなら

ない。

（５）商標権者は権利侵害された事実証明を提出しなかった場合、税関は通関

を許可することができる。

以上をまとめると、税関は職務を執行する時に模倣品を発見したら、商標権

者及び輸出入者に通知しなければならない。航空輸出貨物のみは４小時以内、

その他の場合、商標権者は２４時間以内に税関に行き認定をしなければならな

い。商標権者は３執務日以内に権利侵害したか否かの事実証拠を提出しなけれ

ばならない。但し、正当な理由がある場合、一回を延長することができる。輸

出入者の場合は３執務日以内に、権利を侵害していない証明書類を提出しなけ

ればならない。但し、正当な理由がある場合、一回を延長することができる。

商標権者が権利侵害したという事実証明を提出したのに、輸出入者が権利侵

害していないという事実証明を提出していなかった場合、税関は調査のために

当該案件を司法機関に移送する。商標権者が権利侵害したという事実証明を提

出し、輸出入者が権利侵害をしていない事実証明を提出した場合、税関は商標

権者に３日以内に第７２条第１項により、差止めを申立よう通知しなければな

らない。商標権者は３日以内に差止めを申立てなかった場合、税関は代表的な

見本を取ってから、通関を許可することができる。

また、税関は商標権者と連絡を取れない場合、商標権者は期限までに税関に

行き認定をしなかった場合、商標権者は権利侵害されたか否かの事実証明を提

出しなかった場合、又は輸出入貨物は商標権者により権利侵害していないと認

定された場合、関連輸出入貨物通関規定に基づき処理し、他に違法なことがな

い場合、通関を許可することができる。

３、差止め物の確認、輸出入者、荷受人及び出荷人の氏名又は名称、住所及び

権利侵害疑義貨物の数量等の資料提供を申立てる。

尚、輸出入者、荷受人及び出荷人の氏名又は名称、住所及び権利侵害疑

義貨物の数量等の情報は、当該貨物が侵権品に該当するか否かの認定に常

 

 
（３）その他職務執行時に模倣品を発見した場合

前述の通り、前述の「海関執行商標権益保護措施実施弁法」の２０１２年

の古い条項の第２条や第７条の２０１６年「また本条にいう職務執行とは、

たとえば、現行の第２条及び非商標権者からの特定貨物による商標権侵害と

の告発等の関連税関職務執行の類型を含む」という立法理由から、職務執行

は少なくとも次の五つの状況を含むが、理論上これらの状況に限らず、模倣

品が税関に現れた以上、税関職員はどういうように知ったかを問わない。

 商標権者がした告発

 商標権者かした登録

 非商標権者がした告発

 他の機関による通報

 税関が自発的に発見した場合

そのため、職権による差止めの実施には、商標権者がした告発又は登録の

外に、非商標権者がした告発、他の機関による通報、税関が自発的に発見し

た場合なども含まれている。

二 職権による差止めの実施流れは次の通りである。

（１）税関が模倣品を発見し、商標権者及び輸出入者に認定をするよう通知す

る。

（２）通知を受取った商標権者は税関に写真のファイルを提供するよう要請す

ることができる。

（３）商標権者は期限内に税関に行き認定し、権利侵害の事実証拠を提出しな

ければならず、輸出入者は期限内に税関に行き認定し、権利侵害をして

いない証明書類を提出しなければならない。

（４）商標権者が権利侵害された事実証拠を提出した後、輸出入者は権利侵害

していない事実証明を提出しなかった場合、税関は暫く通関を許可せず、

司法機関に移送することができる。輸出入者は権利侵害していない事実
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にかかわっているため、多くの外国の顧客は当該輸出入者が合法的なライ

センシーであるかを調べれば、模倣品であるか否かを判定することができ

る。そのため当該情報の提供は、商標権者が模倣品であるか否かを認定す

るのに大変重要である。ただ過去に法的依拠がなく、税関が商標権者に提

供したがらないので、認定の難易度が高かった。現在、商標法第７６条の

規定があり、商標権者は法的依拠をもって税関の担当者に提供を要請する

ことができる。

４、貨物の見本の借用申立て

権利侵害認定に困難のある一部の貨物がある場合、商標権者が権利侵害

認定のために税関から貨物見本を借用する必要があるため、米国、 、日

本等の立法例を参照し、権利者が保証金を提供することにより、税関に貨

物見本の借用を申立て、権利侵害認定をすることが容認されている。

二、水際保護措置の利用及び実務における執行状況

、水際保護措置の利用

商標権者が台湾で模倣品を取り締まるにあたって、台湾政府の制度を活

用できるのであれば、労力を節約できる効率的な方法で、模倣品を抑止す

る効果が得られる。商標権者が登録資料を税関に提示すれば、税関が通関

の検査において登録商標の存在に気付くことができ、所定の手続きにより

模倣被疑品の輸入を差し止め、模倣品であることを確認できれば、刑事案

件として検察に送検し、取り締まることができる。効率的に模倣品を取り

締まるために、次の手続きを取っておくよう推奨する。

商標を出願し、登録を受ける。

台湾の商標法は登録主義を採用しているため、台湾で商標を保護したい

商標権者は、商標を出願し、審査され、登録されなければ、台湾商標法の

保護が受けることができない。

２ 商標登録資料をもって税関に保護登録を申請する。
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商標を登録してから、税関に「提示申請（商標資料を登録すること）」

をすれば、税関により登録資料をデータベースに入力される。税関職員は

通関貨物を検査する時、模倣被疑品を取り締まることができる。現在税関

に提示申請する場合、外国の顧客が台湾の弁護士や代理人に代理で対処す

るよう委託する報酬費用のみ生じる。この報酬費用は、商標権者が自ら台

湾で興信所に調査を依頼する費用より遥かに少ない。それに、以前は、登

録による保護期間は一年しかなく、毎年更新しなければならなかったが、

「海関執行商標権益保護措施実施弁法」が２０１６年に改正された後、一

度申請をすれば、商標権の存続期間満了までの保護を受けることができる

ようになった。商標権を更新した場合、税関登録による保護の期限につき、

一回の更新申請で商標権の存続期間が満了するまで延長できて、大変便利

である。

商標権者は特定の通関貨物に対し、模倣品であると疑う場合、法により

告発できる。又は担保を供託し、差止めを申立てることもできる。但し告

発する時コンテナ及び配船表等の情報を提供しなければならない。一般の

商標権者にはその情報を知ることが難しいので、登録商標を税関職員に提

供し、通関時税関職員に取締りをしてもらうほどの効果がない。

３ 台湾の代理人に真正品なのか模倣品なのかという初歩的な認定方法を指導

する。

外国の商標権者にとって、権利維持で費用が最もかかるのは、真正品な

のか模倣品なのかの認定や鑑定、ならびにその連絡である。仮に外国の商

標権者は台湾で決まった代理人に依頼し、代理人に認定方法を指導してお

くことができれば、代理人が税関の通知を受けたリアルタイムで、模倣品

であるか否かを初歩的に判断したうえ、外国の顧客に報告する必要がある

か、又は税関に行って認定する必要があるかを判断できる。そうすること

によって、認定のために費やす労働力を相当削減できる。

４ 模倣品の認定のＳＯＰ手順を作る。

税関から通知された後、商標権者は権利侵害されたか否かの鑑定報告を

 

 
にかかわっているため、多くの外国の顧客は当該輸出入者が合法的なライ

センシーであるかを調べれば、模倣品であるか否かを判定することができ

る。そのため当該情報の提供は、商標権者が模倣品であるか否かを認定す

るのに大変重要である。ただ過去に法的依拠がなく、税関が商標権者に提

供したがらないので、認定の難易度が高かった。現在、商標法第７６条の

規定があり、商標権者は法的依拠をもって税関の担当者に提供を要請する

ことができる。

４、貨物の見本の借用申立て

権利侵害認定に困難のある一部の貨物がある場合、商標権者が権利侵害

認定のために税関から貨物見本を借用する必要があるため、米国、 、日

本等の立法例を参照し、権利者が保証金を提供することにより、税関に貨

物見本の借用を申立て、権利侵害認定をすることが容認されている。

二、水際保護措置の利用及び実務における執行状況

、水際保護措置の利用

商標権者が台湾で模倣品を取り締まるにあたって、台湾政府の制度を活

用できるのであれば、労力を節約できる効率的な方法で、模倣品を抑止す

る効果が得られる。商標権者が登録資料を税関に提示すれば、税関が通関

の検査において登録商標の存在に気付くことができ、所定の手続きにより

模倣被疑品の輸入を差し止め、模倣品であることを確認できれば、刑事案

件として検察に送検し、取り締まることができる。効率的に模倣品を取り

締まるために、次の手続きを取っておくよう推奨する。

商標を出願し、登録を受ける。

台湾の商標法は登録主義を採用しているため、台湾で商標を保護したい

商標権者は、商標を出願し、審査され、登録されなければ、台湾商標法の

保護が受けることができない。

２ 商標登録資料をもって税関に保護登録を申請する。
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提出しなければならない。これらの手続きについて、台湾の代理人と外国

の顧客の担当部署とがＳＯＰ手順を作ることによって、最も迅速で効果的

な方法で鑑定報告を税関に提供することができる。その後、どういうよう

な案件につき外国の商標権者に参加してもらう必要があるかについても、

代理人の執行依拠として一定の基準を作っておくと効率的である。

５ 税関が案件を司法機関に移送した後、商標権者は案件により被告と和解や

付帯民事訴訟を提起するかについて決定する。

税関に協力し、真正品なのか模倣品なのかの鑑定をする場合、台湾代理

人の弁護士費用又は代理費用等などが生じるが、このような案件が税関か

ら司法機関に移送された後、被告が起訴猶予又は執行猶予を求めるために、

商標権者との和解を望むのは一般的である。この場合商標権者は和解金を

請求することにより、弁護士費用又は代理人費用を充填することができる。

和解金は弁護士費用又は代理費用を超えることもあり、この場合、商標権

者による台湾での模倣品の取締り及び権利維持のコストを和解金により回

収することができ、実質的な金銭の負担がない。また、被告が和解に応じ

なくても、商標権者は付帯民事訴訟を提起し、損害賠償を請求することを

検討できる。刑事の付帯民事訴訟は裁判費を支払う必要がなく、勝訴した

場合、その判決書をもって被告に対し財産の強制執行をすることができる。

２、実務における執行状況

「貫徹保護智慧財産権行動方案 知的財産権保護行動徹底案 」において

去年 ２０１６年 １月から１２月までの各機関の管理追跡表第三点、水際

保護の強化、模倣品及び海賊版取引きの減少に関する執行情況は以下の通

りである 。
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出所：智慧局ウェブサイト

https://www.tipo.gov.tw/lp.asp?CtNode=7682&CtUnit=3763&BaseDSD=7&mp=1

実施要領
具体的に

執行する措置
執行の進捗及び具体的な効果

担当 協力

機関

水際保護を強化

し、智慧財産権

の水際保護を徹

底的にする。

１ 商標権物品の

輸出入の水際

保護作業を強

化する。

【財政部関務署】

１ ２０１６年１月から１２月まで

税関が発覚した商標権侵害貨

物の輸入案件は１６９件であ

り、権利侵害貨物は計１９３

８９２点である。

２ ２０１６年１月から１２月まで

税関が発覚した商標権侵害輸

出案件は３件であり、権利侵害

貨物は計７ ７４７点である。

３ ２０１６年１月から１２月まで

税関が発覚した輸出貨物商標

の不実申告の案件は計２４２

件である。

【経済部国際貿易局】

２０１６年１月から１２月まで「商

標出口監視系統 商標輸出監視シス

テム 」にて申立てた商標登録案件

は０件である。

財政部 関

務署 経済

部 国際貿

易局、智慧

財産局

２ 著作物の輸出

入の水際保護

作業を強化す

る。

【財政部関務署】

２０１６年１月から１２月まで、税

関が発覚した著作権を侵害した輸

入の案件は９件であり、発覚した海

賊版の光ディスクは１ ３８８枚で

ある。

【経済部国際貿易局】

当局は随時当部の智慧財産局及び

財政部 関

務署 経済

部 国際貿

易局、智慧

財産局

 

 
提出しなければならない。これらの手続きについて、台湾の代理人と外国

の顧客の担当部署とがＳＯＰ手順を作ることによって、最も迅速で効果的

な方法で鑑定報告を税関に提供することができる。その後、どういうよう

な案件につき外国の商標権者に参加してもらう必要があるかについても、

代理人の執行依拠として一定の基準を作っておくと効率的である。

５ 税関が案件を司法機関に移送した後、商標権者は案件により被告と和解や

付帯民事訴訟を提起するかについて決定する。

税関に協力し、真正品なのか模倣品なのかの鑑定をする場合、台湾代理

人の弁護士費用又は代理費用等などが生じるが、このような案件が税関か

ら司法機関に移送された後、被告が起訴猶予又は執行猶予を求めるために、

商標権者との和解を望むのは一般的である。この場合商標権者は和解金を

請求することにより、弁護士費用又は代理人費用を充填することができる。

和解金は弁護士費用又は代理費用を超えることもあり、この場合、商標権

者による台湾での模倣品の取締り及び権利維持のコストを和解金により回

収することができ、実質的な金銭の負担がない。また、被告が和解に応じ

なくても、商標権者は付帯民事訴訟を提起し、損害賠償を請求することを

検討できる。刑事の付帯民事訴訟は裁判費を支払う必要がなく、勝訴した

場合、その判決書をもって被告に対し財産の強制執行をすることができる。

２、実務における執行状況

「貫徹保護智慧財産権行動方案 知的財産権保護行動徹底案 」において

去年 ２０１６年 １月から１２月までの各機関の管理追跡表第三点、水際

保護の強化、模倣品及び海賊版取引きの減少に関する執行情況は以下の通

りである 。
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実施要領
具体的に

執行する措置
執行の進捗及び具体的な効果

担当 協力

機関

財政部関務署に協力し対応してい

る。

３ 専利権侵害物

の輸出入の水

際保護作業を

強化する。

【財政部関務署】

２０１６年１月から１２月まで専

利権者により行政の差止めを申立

てる案件はなかった。

【経済部国際貿易局】

当局は随時当部の智慧財産局及び

財政部関務署に協力し対応してい

る。

財政部 関

務署 経済

部 国際貿

易局、智慧

財産局

４ 光ディスク製

造装置及び光

ディスクの輸

出入水際保護

調査管制作業

の執行を強化

する。

【財政部関務署】

２０１６年１月から１２月までの

税関が発覚した光ディスクソース

識別コード不実申告案件は１１件

であり、計１０６ ６６４枚である。

【経済部光碟小組】 経済部光ディ

スクチーム

当チームは財政部関務署に合わせ

水際保護管制作業を対処する。

【経済部国際貿易局】

１ 本局は２０１６年に受理した業

者による申告された「輸出光碟

製造機具申報備査書 輸出光デ

ィスク製造機申告書 」計７件で

あり、また「輸入光碟製造機具

申報備查書 輸入光ディスク製

造機申告書 」計８件である。

２ 当局は、前述の輸出備査書のリ

スト虞ぞれ書簡で本部の智慧財

産局、工業局、標準検検局、光

財政部 関

務署 、経済

部 光碟聯

合査核小

組 経済部

国際貿易

局、智慧財

産局
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実施要領
具体的に

執行する措置
執行の進捗及び具体的な効果

担当 協力

機関

碟聯合査核小組 光ディスク聨

合調査チーム 、財政部関務署、

基隆、台北、台中、高雄税関及

び内政部警政署保安警察第二総

隊に参考として送付した。

【経済部智慧財産局】

２０１６年１月から１２月まで受

理した輸出視聴著作及びＯＥＭ

ＣＤ著作権審査書類は計 ２６ ４

１６ 件 視聴著作２６２ ５８１

２０４点、ＯＥＭ ＣＤ６６ ２５

５ ５０３枚を含む 、水際捜査管制

仕組みを有効的に徹底した。

５ 税関に権利侵

害の情報を提

供してもらい、

貨物見本を借

用する等の商

標権保護措置

の執行状況

【財政部関務署】

１ ２０１６年１月から１２月まで

の商標権者により申立てられた

権利侵害に関する情報提供案件

は計１３件である。

２ ２０１６年１月から１２月まで

の商標権者により申立てられた

貨物見本の借用案件は１件であ

る。

財政部 関

務署 経済

部 智慧財

産局

６ 税関が受理し

た商標権及び

著作権の告発

提示保護 税関

登録による保

護 案件の執行

状況

【財政部関務署】

２０１６年１月から１２月までの

税関が受理した商標権に関する告

発 登録申立て案件は計１５９件で

あり、受理した登録の更新案件は計

４８８件である。

財政部 関

務署

７ 国際速達便又

は郵便での輸

【財政部関務署】 財政部 関

務署 内政

 

 

実施要領
具体的に

執行する措置
執行の進捗及び具体的な効果

担当 協力

機関

財政部関務署に協力し対応してい

る。

３ 専利権侵害物

の輸出入の水

際保護作業を

強化する。

【財政部関務署】

２０１６年１月から１２月まで専

利権者により行政の差止めを申立

てる案件はなかった。

【経済部国際貿易局】

当局は随時当部の智慧財産局及び

財政部関務署に協力し対応してい

る。

財政部 関

務署 経済

部 国際貿

易局、智慧

財産局

４ 光ディスク製

造装置及び光

ディスクの輸

出入水際保護

調査管制作業

の執行を強化

する。

【財政部関務署】

２０１６年１月から１２月までの

税関が発覚した光ディスクソース

識別コード不実申告案件は１１件

であり、計１０６ ６６４枚である。

【経済部光碟小組】 経済部光ディ

スクチーム

当チームは財政部関務署に合わせ

水際保護管制作業を対処する。

【経済部国際貿易局】

１ 本局は２０１６年に受理した業

者による申告された「輸出光碟

製造機具申報備査書 輸出光デ

ィスク製造機申告書 」計７件で

あり、また「輸入光碟製造機具

申報備查書 輸入光ディスク製

造機申告書 」計８件である。

２ 当局は、前述の輸出備査書のリ

スト虞ぞれ書簡で本部の智慧財

産局、工業局、標準検検局、光

財政部 関

務署 、経済

部 光碟聯

合査核小

組 経済部

国際貿易

局、智慧財

産局
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実施要領
具体的に

執行する措置
執行の進捗及び具体的な効果

担当 協力

機関

出入の智慧財

産権侵害案件

を継続的に取

り締まる。

１ ２０１６年１月から１２月ま

で、税関が発覚した国際速達便

での輸出入の智慧財産権を侵

害する案件は計１４１件であ

る。

２ ２０１６年１月から１２月ま

で、税関は郵便での輸出入の智

慧財産権を侵害する案件を発

覚していなかった。

【内政部警政署】

本署及び各警察機関は継続的に財

政部関務署に合わし、国際速達便又

は郵便での輸出の智慧財産権侵害

案件を取り締まる。

部 警政署
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添付資料５

商標並存同意書

______________株式会社の出願第 号「 」商標が、当社の登録

第 号「 」商標と並存することに同意する。

商標並存に同意後、今後当社が出願する商標が、前述の出願第 号

「 」商標と同一又は類似し、且つ指定商品又は役務が同一若しくは類似す

る場合、該商標の所有者の同意を得てから、始めて登録を受けられることを了

解した。

経済部智慧財産局 御中

同意者：           股份有限公司（印）

代表者：          （印）

統一編号：

住所：

電話：

印鑑宣誓書

この商標並存同意書に捺印した印鑑は確かに登録第 号商標の商標権

者が所有するものと証する。又、印鑑の偽造や盗用事情が発生した場合、当社

はそれにより生じた全ての法的責任を負うことをここに宣誓する。

同意者： 股份有限公司（印）

代表者：   （印）

西暦 年 月 日

産業財産権における模倣対策のご案内
　公益財団法人日本台湾交流協会では特許庁からの委託により、海外進出日系企業
を対象とした産業財産権の侵害対策事業を実施しております。具体的には、現地に
て以下の活動をしております。

　　１．台湾における産業財産権の模倣対策に資する情報の収集
　　２．弁護士、弁理士など産業財産権の専門家を講師としたセミナーの開催
　　　　現地で活躍する専門家から最新の情報を得る機会です。
　　３．産業財産権に関する相談窓口の設置
　　　　産業財産権の権利取得手続きから、産業財産権の侵害に関する相談まで、
　　　　幅広いご質問にお答えいたしますので、是非ご利用ください。

　　　　※相談窓口の利用、セミナーへの出席、その他ご不明な点については、
　　　　　公益財団法人日本台湾交流協会  貿易経済部までお問い合わせください。

ＴＥＬ：０３－５５７３－２６００
ＦＡＸ：０３－５５７３－２６０１

日本台湾交流協会ＨＰ： http://www.koryu.or.jp
台湾知的財産権情報サイト： http://chizai.tw/

［特許庁委託］　台湾模倣対策マニュアル（台湾における商標保護の戦略）

平成３０年３月　発行　　　　　　　　発行者　　舟　町　仁　志
　　　　　　　　　　　　　　　　　　発行所　　公益財団法人 日本台湾交流協会
　【禁無断転載】　　　　　　　　　　　　　　　東京都港区六本木３－１６－３３
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執筆協力：萬國法律事務所（Formosa Trancnational Attoneys-at-Law）
　　　　　台北市仁愛路三段１３６号１５階
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